
 
 



 
 

編集後記 
#stayathome  現在、SNS でよく見かけるハッシュタグ（何
についての投稿なのか分かるようにするラベルのようなも
ので、不特定多数の膨大な投稿の中から探したい話題や写真
を容易に収集可能にするもの）です。コロナウイルス感染拡
大が深刻になっていますが、この事態をストップさせるに
は、感染を防ぐ＝できるだけ外出せずに家に居ることが求め
られています。家に引きこもるということではなく、家で楽
しめることを見つけて実践する～先行きが見えないと不安
になるのは当然のことですが、心の健康を保てるよう、気持
ちの切替をすることも私達に求められているような気がし
ます。#stayathome（又は#stayhome）には世界中のそんな前
向きな人々の日常が垣間見られ、誰もがこの事態の終息に向
けて日々頑張っていることが分かります。知らない誰かと共
感し、応援し合う、SNS が持つ最大の長所かもしれませんね。 
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TOPICS 

求人不受理の対象が追加されます！ 

 

ハローワークの求人がインターネット上で行われるよう

になり、様々なご相談をお受けしていますが、今回は求

人不受理についてお知らせします。 

 

◆今月３月３０日から施行 

原則、ハローワークや職業紹介事業者は、すべての求

人を受理しなければなりませんが、①内容が法令に違

反する求人、②労働条件が通常の労働条件と比べて著

しく不適当な求人、③求人者が労働条件を明示しない

求人のいずれかに該当する求人については、例外的に

受理しないことができます。 

今回、改正によって、④一定の労働関係法令違反の求

人者による求人、⑤暴力団員、法人で役員の中に暴力

団員がいる者、暴力団員がその事業活動を支配する者

による求人、についても受理しないことが可能になり

ました。 

 

◆求人者に求められる自己申告 

職業紹介事業者は、求人者に対して自己申告を求める

ことができます。ちなみに、「私どもは、この求人申

込みの時点において、職業安定法に規定する求人不受

理の対象に該当いたしません」と記載された自己申告

書が厚生労働省から出されています（事業所名・所在

地・代表者名、チェックシートへの記入が求められま

す）。 

求人者が自己申告を行わなかった場合にも、求人を受

理しないことができます。 

また、求人者が事実に相違する自己申告を行った場合、

都道府県労働局が勧告・公表などを行うことができま

す。 

 

◆求人不受理の対象となる場合とは？ 

①労働基準法および最低賃金法に関する規定で、１年

間に２回以上、同一の対象条項違反により是正指導

を受けた場合 

②職業安定法、男女雇用機会均等法および育児・介護

休業法に関する規定で、対象条項に違反し、法違反

の是正を求める勧告に従わず、公表された場合 

⇒法違反の是正後６カ月経過するまで不受理となります。

         

     

 

   

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緊急時に備え、事業継続計画（ＢＣＰ）策定を 

 新型コロナウイルス感染症の流行により、企業活動に多大

な影響が出ています。そんなとき役立つのが、事業継続計

画（Business Continuity Plan。以下、ＢＣＰ）です。 

 

★ＢＣＰとは、企業が自然災害、大火災、テロ攻撃、感

染症の蔓延などの緊急事態に遭遇した場合に、損害を

最小限にとどめつつ、事業の継続・早期復旧を可能と

するため、緊急時における事業継続のための方法、手

段などを取り決めておく計画のことです。また策定し

たＢＣＰを円滑に運用・管理することを、事業継続マ

ネジメント（ＢＣＭ）と呼びます。 

◆未策定の企業が⼤多数 
日本では、毎年多くの自然災害が発生しています。 

しかし、中小企業のほとんどがＢＣＰを策定していま

せん。必要であるという認識はあるものの、通常業務

に比べ優先度が低く、策定に至っていない企業が多い

と考えられます。また、策定にかかる時間や、リスク

分散のために必要となる費用等を負担に感じるとい

うこともあるようです。とはいえ、策定していない場

合に被る損失を考えると、策定のメリットは大きいで

しょう。 

◆策定⼿順と留意点 
 中小企業庁では、中小企業へのＢＣＰの普及促進のた

め、有識者の意見を踏まえた指針を作成しています。

指針によると、初めて策定する際は、以下の手順で進

めるとされています。 

 ① 基本方針の立案（目的の整理） 

 ② 重要商品の検討（中核事業の選定） 

 ③ 被害状況の確認（予測される影響の整理） 

 ④ 事前対策の実施（非常時に備えて今できること） 

 ⑤ 緊急時の体制の整備（対応策と責任者の決定） 

 最初から完全な計画を目指す必要はありません。まず

は実現可能なものから始め、緊急事態への対応力を鍛

えていくことが重要です。 

 また、ＢＣＰは策定して終わりではありません。従業

員への教育と、会社の現状を踏まえた見直しが必要で

す。いざというときに事業を継続するにはどうすれ
ばいいか、自社の実態に合ったＢＣＰを考えてお
きましょう。 
【中⼩企業庁「中⼩企業ＢＣＰ策定運⽤指針」】 

https://www.chusho.meti.go.jp/bcp/index.html 


